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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

 １．商号 

   クレディ・アグリコル・セキュリティーズ・アジア・ビー・ヴィ 

 

 ２．登録年月日（登録番号） 

   平成１９年９月３０日（関東財務局長（金商）第２１４号） 

 

 ３．沿革及び経営の組織 

  (1) 会社（東京支店）の沿革 

年   月 沿     革 

昭和６２年 ７月 証券業免許取得 

昭和６２年１２月 東京都港区西新橋二丁目８番６号にて東京支店営業開始 

昭和６３年 ４月 国債引受シ団加入 

昭和６３年１０月 常任代理人兼業承認取得 

平成 ２年  ２月 

本店商号をクレディ・リヨネ・フィナンツ・アーゲー・チュー

リッヒ（証券）よりクレディ・リヨネ・セキュリティーズ（ス

イス）アーゲー（証券）へ変更 

平成 ２年１１月 東京証券取引所正会員加入 

平成  ３年 ８月 大阪証券取引所特別会員加入 

平成  ７年１０月 東京支店住所を千代田区内幸町二丁目二番三号へ移転 

平成１０年 ６月 
本店商号をクレディ・リヨネ・セキュリテーズ・ヨーロッパ － 

スイス・アーゲー（証券）へ変更 

平成１０年 ９月 大阪証券取引所正会員加入 

平成１３年 ５月 東京金融先物取引所（清算会員）加入 

平成１５年 ３月 

クレディ・リヨネ・セキュリテーズ・ヨーロッパ － スイス・

アーゲー（旧本店）からクレディ・リヨネ・キャピタル・マー

ケッツ・アジア・ビー・ヴィ（新本店）へ営業譲渡が行われた

ことに伴い、クレディ・リヨネ証券会社東京支店は新本店の東

京支店として営業を開始。 

平成１６年 ３月 

クレディ・アグリコル・グループとクレディ・リヨネ・グルー

プの経営統合の一環として、日本における証券業務につき、ク

レディ・アグリコル・インドスエズ証券会社東京支店の株式派

生商品部、金融法人営業部及び特別債権投資運用部における営

業の全部の譲渡を受けることについて決議。 

平成１６年 ５月 

クレディ・アグリコル・グループとクレディ・リヨネ・グルー

プの経営統合の一環として、日本における証券業務につき、ク

レディ・アグリコル・インドスエズ証券会社 東京支店の株式派

生商品部、金融法人営業部及び特別債権投資運用部における営

業の全部の譲渡を受け、商号をカリヨン・キャピタル・マーケ

ッツ・アジア・ビー・ヴィに変更すると共に、支店の名称をカ

リヨン証券会社 東京支店に変更。 
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年   月 沿     革 

平成１６年１１月 

クレディ・アグリコル・インドスエズ証券会社 東京支店よ

りの営業譲受に伴い、千代田区内幸町より港区東新橋の現在

地へオフィスを移転。 

平成１６年１１月 

更なる証券業務統合の為、クレディ・アグリコル・インドスエ

ズ証券会社 東京支店先物商品営業部、先物商品業務部及び欧州

株式部に関する業務を譲り受ける。 

平成１６年１２月 (株)ジャスダック証券取引所加入 

平成１７年 ９月 金融先物取引業登録 

平成１９年 ９月 金融商品取引業者登録 

平成２０年 ５月 
先物商品営業部門をニューエッジ・ジャパン証券株式会社に営

業譲渡 

平成２２年 ２月 

パリ本店の商号変更に伴い、商号をクレディ・アグリコル・セ

キュリティーズ・アジア・ビー・ヴィに変更すると共に、支店

の名称をクレディ・アグリコル証券会社 東京支店に変更。 

 

  (2) 経営の組織 

    添付組織図（平成２３年５月２０日付）を御参照ください。（別紙１） 

 

 ４．株式の保有数の上位 10 位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の

議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

氏名又は名称 保有株式数 割合 

１．カリヨン・キャピタル・マーケッツ・インターナショナル 

Calyon Capital Markets International 9000 万株 100％ 

計      １名 9000 万株 100％ 

 

 ５．役員（外国法人にあっては、国内における代表者を含む。）の氏名又は名称 

役職名 氏名又は名称 代表権の有無 

取締役 
セシル・デヴォー 

Cecile Devaud 有 

取締役 
ヨハイ・ジャック・ヴァン・ベルゲン 

Jochai Jacque van Bergen 有 

取締役 
ハイツェ・デ・フリース 

Haitze de Vries 有 

取締役 
ザビエル・ルマルカン 

Xavier Lemarquand 有 

日本における代表者 
フレデリック・トゥルショー 

Frederic Truchot 無 

 

 ６．政令で定める使用人の氏名 

金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の規則

をいう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長その他いか

なる名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代行し得る地
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位にある者を含む。）の氏名 

氏   名 役  職  名 

Robert
ロ バ ー ト

 Trouslard
ト ゥ ル ー ス ラ ー

 管理統括本部長/ＣＯＯ 

内藤治彦 コンプライアンス部長 

 

 ７．業務の種別 

  （1）金融商品取引業 

① 第一種金融商品取引業（法第 28 条第 1 項第 1 号、第 2 号、第 3 号イ、ロ、ハに掲げる業

務） 

② 第ニ種金融商品取引業 

③ 有価証券等管理業務 

(2) 金融商品取引業付随業務（法第 35条第１項） 

① 有価証券の貸借業務  

② 信用取引に付随する金銭の貸付業務 

③ 保護預かり有価証券担保貸付業務 

④ 有価証券に関する顧客の代理業務 

⑤ 受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いに係る代理業務 

⑥ 投資証券等に係る金銭の分配、払戻金若しくは残余財産の分配又は利息若しくは償還金

の支払いに係る代理業務 

⑦ 有価証券に関連する情報の提供又は助言 

⑧ 他の金融商品取引業者等の業務の代理 

⑨ 登録投資法人の資産の保管 

⑩ 他の事業者の事業の譲渡、合併、会社の分割、株式交換若しくは株式移転に関する相談

又はこれらの仲介 

⑪ 他の事業者の経営に関する相談に応じる業務 

⑫ 通貨その他デリバティブ取引（有価証券関連デリバティブ取引を除く。）に関連する資産

として政令で定めるものの売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理 

⑬ 譲渡性預金その他金銭債権（有価証券に該当するものを除く）の売買又はその媒介、取

次ぎ若しくは代理 

 

 ８．本店その他の営業所又は事務所（外国法人にあっては、本店及び国内における主たる営業所又

は事務所その他の営業所又は事務所）の名称及び所在地 

名   称 所  在  地 

 

クレディ・アグリコル・セキュリティ

ーズ・アジア・ビー・ヴィ 

 

 

オランダ王国１０７７ZX、アムステルダム 

シュトラヴィンスキラーン３５０１ 
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名   称 所  在  地 

主たる支店： 

クレディ・アグリコル証券会社 

東京支店 

〒105－0021 

東京都港区東新橋一丁目９番２号 

 

 ９．他に行っている事業の種類 

その他業務（法第 35 条第２項） 

① 商品の価格その他の指標に係る変動、市場間の格差等を利用して行う取引として金商業

等府令第 67条で定めるものに係る業務（商品デリバティブ等取引） 

② 貸金業の規制等に関する法律第 2 条第 1 項に規程する貸金業に係る金銭の貸借の媒介に

係る業務 

③ 貸出参加契約の締結の媒介、取次ぎ若しくは代理に係る業務 

④ 他の事業者の業務に関する電子計算機のプログラムの作成又は販売を行う業務及び計算

受託業務 

⑤ 他の事業者の業務に関する広告又は宣伝を行う業務 

⑥ 特定関係者等の業務の遂行のための業務 

⑦ 国外の商品先物取引所における取引の媒介及び代理 

⑧ 信託の受益権の設定の媒介、取次ぎまたは設定者の代理。 但し、信託業法第２条に規

定される「信託契約代理業」及び「信託受益権販売業」に該当する業務を除く 

 

 10．加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

日本証券業協会、金融先物取引業協会 

 

 11．指定紛争解決機関の商号又は名称 

金融商品取引業 日本証券業協会又は社団法人日本金融先物取引業協会から委託を受けた特

定非営利活動法人証券・金融商品あっせん相談センター(以下「ＦＩＮＭＡＣ」) 

貸金業 貸金業法第 2 条第 23号に定める手続実施基本契約（以下「手続実施基本契約」とい

う。）を日本貸金業協会と締結し、「貸金業相談・紛争解決センター」を利用する措置。 

 

 12．会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

   東京証券取引所、大阪証券取引所、東京金融取引所 

 

 13．加入する投資者保護基金の名称 

   日本投資者保護基金 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

１． 当期の業務の概要 

今期の特記事項 

 

平成 22 年 5 月 3 日付で持込資本金を 60億円増額し、385 億円としました。 

上記の増資に伴い、平成 22 年 7 月 20 日付で劣後特約付借入金（短期劣後債務）68 億円の期限

前弁済を行い、弁済後の劣後特約付借入金残高は 20 億円となりました。 

 

平成 23 年 3 月 31 日現在の自己資本規制比率は 467.7％となっております。 

 

業績の概況 

今期（平成 22年 4月 1日から平成 23 年 3 月 31 日までの 12ヶ月間）の純営業収益は前年同月と

比較して、受入手数料等では減収となったものの、トレーディングでは収益を計上し、7,835 百

万円の利益を計上しました。 

販売費・一般管理費は 8,563 百万円（同年同月比 94％）を計上し、営業損益は 727 百万円の営

業損失を計上しました。 経常損益は 699 百万円の経常損失を計上、当期純損益は 464 百万円

の損失を計上しました。 

 

1. 受入手数料 

 受入手数料合計は 5,862 百万円（前年同月比 93％）となりました。 

商品別では、株券等が 4,021 百万円（同 87％）、受益証券 4百万円（同 57％)、 

その他 1,837 百万円（同 110％）となっております。 

① 委託手数料 

委託手数料合計は 4,025 百万円（同 87％）となりました。 内、CLSA シンガポールから

の株券等の委託手数料は 3,768 百万円（同 88％）です。 

② 募集・売出し・特定投資家向け勧誘等の取扱手数料 

今期は募集・売出し・特定投資家向け勧誘等の取扱手数料はありません。 

③ その他の受入手数料 

その他の受入手数料合計は 1,837 百万円（同 110％）となりました。主には、グループ

からのセールスに係る手数料 1,265 百万円、及びグループ会社からの事務委託手数料

336 百万円、顧客紹介手数料 214 百万円、その他 22 百万円です。 

 

2. トレーディング損益 

有価証券に関連するトレーディング損益の内訳は、債券等 33 百万円、及びその他のトレー

ディング損益として、デリバティブのグローバルブックに係る収益 1,388 百万円等で合計 

1,421 百万円の利益となりました。 
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3. 金融収支 

金融収益は 3,313 百万円（前年同月比 106％）、金融費用は 2,762 百万円（同 127％）とな

り、金融収支は 551 百万円（同 57％）となりました。 

 

4. 販売費・一般管理費 

販売費・一般管理費合計は 8,563 百万円（前年同月比 94％）となりました。 内、人件費

は 4,517 百万円（同 101％）、取引関係費 1,157 百万円（同 62％）、不動産関係費 1,339

百万円（同 99％）、事務費 359 百万円（87％）、租税公課 164 百万円（108％）、減価償却

費 223 百万円（同 83％）、情報費 415 百万円（同 91％）、その他販売費・一般管理費 385

百万円（同 218％）となりました。 

 

営業外収支につきましては、為替差益等、営業外収益を 37百万円、営業外費用を 9 百万円計

上しました。  

特別損益については、特別利益として金融商品取引責任準備金の限度超過額の戻入 467 百万円、

特別損失として、今期に資産除去債務会計基準を適用したことに伴う、過年度分の減価償却費

相当額 179 百万円及び固定資産売却損 1百万円を計上しました。 

法人税等を 52百万円計上しましたので、当期は最終的に 464 百万円の損失を計上しました。 

 

 ２．業務の状況を示す指標 

  (1) 経営成績等の推移 

（単位：百万円） 

 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 平成 23 年３月期 

持込資本金 ２６，５００ ３２，５００ ３８，５００ 

発行済株式総数 -   - - 

営業収益 ５，８３０ ７０８ １０，５９７ 

（受入手数料） ８，２３７ ６，２８６ ５，８６２ 

 （（委託手数料）） ６，５３７ ４，６１７ ４，０２５ 

 （（引受け・売出し・特
定投資家向け売付け勧
誘等の手数料）） 

０ ０ ０ 

（（募集・売出し・特定
投資家向け売付け勧誘
等の取扱い手数料）） 

１５１ ０ ０ 

 （（その他の受入手数

料）） 
１，５４９ １，６６８ １，８３７ 

（トレーディング損益） △８，０６０ △８，７０６ １，４２１ 

 （（株券等）） △１７ △５ ０ 

 （（債券等）） ８２２ △４１９ ３３ 
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 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 平成 23 年３月期 

 （（その他）） △８，８６５ △８，２８１ １，３８８ 

純営業収益 ３１３ △１，４５９ ７，８３５ 

経常損益 △１３，６７５ △１０，４５２ △６９９ 

当期純損益 △１３，５７７ △１０，５８９ △４６４ 

 

  (2) 有価証券引受・売買等の状況 

    ① 株券の売買高の推移 

（単位：百万円） 

 平成 21 年 3 月期 平成 22 年 3 月期 平成 23 年 3 月期 

自   己 １２，０５０ ９，２２０ ２７，５３１ 

委   託 １０，８２０，６２３ ６，０７８，３１９ ５，４７９，２１９ 

計 １０，８３２，６７３ ６，０８７，５３９ ５，５０６，７５０ 

 

    ② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定機関投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、

売出し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 

（単位：千株、百万円） 

区   分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出しの

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

株券 0 0 0 0 0 2,850 0 

国債証券 0  0 0  0 0 

地方債証券 0  0 0  0 0 

特殊債券 0 0 0 0 0 0 0 

社債券 0 0 0 0 0 0 0 

受益証券    0 0 *47,377 0 

その他 0 0 0 0 0 7,000 0 

平 

成 

21 

年 

３ 

月 

期 

合 計 0 0 0 0 0 *57,227 0 

株券 0 0 0 0 0 0 0 

国債証券 0  0 0  0 0 

地方債証券 0  0 0  0 0 

特殊債券 0 0 0 0 0 0 0 

社債券 0 0 0 0 0 0 0 

受益証券    0 0 0 0 

平 

成 

22 

年 

３ 

月 

期 その他 0 0 0 0 0 0 0 
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区   分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出しの

取扱高 

私募の 

取扱高 

特定投資家 

向け売付け 

勧誘等の取 

扱高 

合 計 0 0 0 0 0 0 0 

株券 0 0 0 0 0 0 0 

国債証券 0  0 0  0 0 

地方債証券 0  0 0  0 0 

特殊債券 0 0 0 0 0 0 0 

社債券 0 0 0 0 0 0 0 

受益証券    0 0 0 0 

その他 0 0 0 0 0 0 0 

平 

成 

23 

年 

３ 

月 

期 
合 計 0 0 0 0 0 0 0 

  * 平成 22 年 8 月 2 日訂正 

  (3) その他業務の状況 

当社が行っておりますその他業務の内容については、「Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事

項 ９．他に行っている事業の種類」をご覧下さい。 

 

  (4) 自己資本規制比率の状況 

（単位：％、百万円） 

 平成 21 年 3 月期 平成 22 年 3 月期 平成 23 年 3 月期 

自己資本規制比率（Ａ

／Ｂ×100） 
３１３．１％ ４９１．２％ 

４６７．７％ 

固定化されていない自

己資本（Ａ） 
２４，４５０ １５，８５７ 

１５，６２３ 

リスク相当額（Ｂ） ７，８０７ ３，２２８ ３，３４０ 

市場リスク相当額 ２，２７１ １４９ １２９ 

取引先リスク相当

額 
６５１ ５９３ ６９４ 

 

基礎的リスク相当

額 
４，８８５ ２，４８６ ２，５１７ 

 

  (5) 使用人の総数及び外務員の総数 

（単位：名） 

 平成 21 年 3 月期 平成 22 年 3 月期 平成 23 年 3 月期 

使用人 ３０４人 ２６１人 ２７４人 

（うち外務員） １３９人 １１６人 １１０人 

 *注）使用人の総数には日本における代表者１名が含まれております。 
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Ⅲ．財産の状況に関する事項 

 １．経理の状況 

  (1) 貸借対照表 

添付書類を御参照下さい。（別紙２） 

 

  (2) 損益計算書 

添付書類を御参照下さい。（別紙３） 

  (3) 利益処分計算書(又は損失処理計算書) 

添付書類を御参照下さい。（別紙４） 

 

 ２．借入金の主要な借入先及び借入金額 

                          （単位：百万円） 

（平成 22年 3月 31 日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

日本銀行 ４８２，１００ 

クレディ・アグリコル銀行 東京支店 ３８，８００ 

クレディ・アグリコル銀行 パリ本店 １０，０００ 

 

（平成 23年 3月 31 日現在） 

借入先の氏名又は名称 借入金額 

日本銀行 ５３６，７００ 

クレディ・アグリコル銀行 東京支店 ６５，５５７ 

クレディ・アグリコル銀行 パリ本店 ０ 

 

 ３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の

取得価額、時価及び評価損益 

（単位：百万円） 

平成 22 年 3 月期 平成 23 年 3 月期 
 

取得価額 時  価 評価損益 取得価額 時  価 評価損益 

１．流動資産       

 (1) 株券       

 (2) 債券       

 (3) その他       

２．固定資産       

 (1) 株券 １，８７０ １，８７０ ０ １，７８５ １，７８５ ０ 
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 (2) 債券 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

 (3) その他 ０ ０ ０ ０ ０ ０ 

合   計 １，８７０ １，８７０ ０ １，７８５ １，７８５ ０ 

  (注) トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。 

 

 ４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約

価額、時価及び評価損益 

  (1) 先物取引・オプション取引の状況 

    ① 株式 

平成 22 年 3 月末 平成 23 年 3 月末 

トレーディングに係るもの以外の株式先

物取引・オプション取引については、該当

事項はありません。 

トレーディングに係るもの以外の株式先

物取引・オプション取引については、該当

事項はありません。 

 

    ② 債券 

平成 22 年 3 月末 平成 23 年 3 月末 

トレーディングに係るもの以外の債券先

物取引・オプション取引については、該当

事項はありません。 

トレーディングに係るもの以外の債券先

物取引・オプション取引については、該当

事項はありません。 

 

(2) 有価証券店頭デリバティブ取引の状況 

平成 22 年 3 月末 平成 23 年 3 月末 

トレーディングに係るもの以外の有価証

券店頭デリバティブ取引については、該当

事項はありません。 

トレーディングに係るもの以外の有価証

券店頭デリバティブ取引については、該当

事項はありません。 

 

 ５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

 支店のため、会計監査人等による監査は受けておりません。 

 

Ⅳ．管理の状況 

 １．内部管理の状況の概要 

当支店の内部管理部門の体制及び業務は以下の通りです。 

管理統括本部長 

東京支店の以下の管理部門の統括責任者として、支店の日常業務が法令、諸規程のもとに適正

に遂行されるよう支店長を補佐する責務を負う。 
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コンプライアンス部 

• 顧客との紛争の処理に関する事項 

• 役職員にかかる事故の調査及び処理に関する事項 

• 監督官庁等の検査の立会に関する事項 

• 業務方法書とその社内規程に関する事項 

• 営業員の営業姿勢の管理及び指導に関する事項 

• 営業にかかる法令、諸規則等の解明指導に関する事項 

• 顧客管理の指導に関する事項 

• 顧客の有価証券等その他の売買、その他の取引状況の考査に関する事項 

• 引受幹事銘柄及び自主ルールにかかる銘柄の株価動向、売買状況の監視及びその異常、不

適正の是正に関する事項 

• 前項以外の銘柄の株式売買に関し、不適正な受注及び執行を排除するための指示、勧告に

関する事項 

• 内部者取引の未然防止のための情報管理、顧客管理、売買管理及び役職員の服務に関する

事項 

• 外務員登録事務に関する事項 

• 前項に関する主務官庁、金融商品取引所等関係機関への報告ならびに折衝に関する事項 

• クレディ･アグリコル証券会社及びクレディ･アグリコル銀行の両者に係るコンプライアン

ス業務 

• 上記に付随するその他の業務 

 

法務部 

• 社内法務相談 

• 外部弁護士との折衝 

• 訴訟・調停の対応 

• 上記に付随するその他の業務 

 

内部監査部 

• 社内各部門に対する営業考査及び業務監査 

• 内部監査部門の行う業務に関する記録・資料の保管 

• 上記に付随するその他の業務 

 

リスク管理本部 

審査部、金融法人審査部、市場リスク管理部、与信管理部及びオペレーショナルリスク総合

管理部、コーポレート・アナリスト部を統括 
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商品管理部 

• 各商品の顧客向け時価評価に関する業務 

• 各商品及びトランザクションの管理に関する業務 

• 各商品及びトランザクションに起因するオペレーショナル・エラー及び顧客からの問い合

わせ等のサポート 

• 上記に付随するその他の業務 

 

経理部（ファイナンシャル・コントロール） 

• 会計・予算・税務に関する業務 

• 自己資本規制比率の管理業務 

• 預金勘定等の照合事務業務 

• 経費の管理、支払いに関する業務 

• 上記に付随する業務 

 

コーポレート プランニング部 

• 経営予算計画の策定管理業務 

• 収益予想の作成及び収益性の分析業務 

• 上記に付随する業務 

 

BCP・オーガニゼーション管理部 

• 業務継続計画（BCP）の実効性のチェック・管理に関する業務 

• 各部署の主要業務のプロシージャの整備・見直しに関する業務 

• 上記に付随する業務 

 

FIM パーマネント・コントロール 

• 債券市場グループ業務のオペレーショナルリスクを含む総合的リスク（パーマネントコン

トロール）管理に関する業務 

• 上記に付随するその他の業務 

 

 ２．分別管理の状況 

  (1) 顧客分別金信託の状況 

（単位：百万円） 

項   目 平成22年3月31日現在の金額 平成 23 年 3 月 31 日現在の金額 

直近差替計算基準日の顧

客分別金必要額 
５３９ ４５７ 

顧客分別金信託額 １，５４５ １，５６６ 

期末日現在の顧客分別金

必要額 
６２２ ７１８ 
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  (2) 有価証券の分別管理の状況 

    ① 保護預り等有価証券 

平成 22 年 3 月 31 日現在 平成 23 年 3 月 31 日現在 
有価証券の種類 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株券 株数 180,512 千株 7 千株 169,694 千株 7 千株 

債券 額面金額 125,504 百万円 74,826 88,465 百万円 90,215百万円 

受益証券 口数 0 百万円 0 百万円 0 百万円 0 百万円 

その他 数量      0       0  0 0 

 

    ② 受入保証金代用有価証券 

平成 22 年 3 月 31 日現在 平成 23 年 3 月 31 日現在 
有価証券の種類 

数   量 数   量 

株券 株数       ０  千株 ０  千株 

債券 額面金額        ０ 百万円 ０ 百万円 

受益証券 口数     ０ 百万口 ０ 百万口 

その他 数量        ０     ０    

 

    ＜参考時価情報＞ 

     株券の参考時価情報 

     イ．保護預り等有価証券 

平成 22 年 3 月 31 日現在 平成 23 年 3 月 31 日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

２６９，１１７百万円 ７６，５１２百万円 ２０１，４７０百万円 ９０，４２１百万円 

 

     ロ．受入保証金代用有価証券 

平成 22 年 3 月 31 日現在 平成 23 年 3 月 31 日現在 

金   額 金   額 

０百万円 ０百万円 

 

    ③ 管理の状況 

      保管場所、保管方法については添付分別保管に関する規則をご参照ください。（別紙５） 

 

  (3) 金融商品取引法第 43条の３の規定に基づく区分管理の状況 

    平成２３年３月末 

 区分管理の対象となる残高はありませんでした。 
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Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

 １．企業集団の構成 

添付グループ会社組織図を御参照ください。（別紙 6） 

 

 ２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

 子会社等に関しましては該当ございません。 

 

以  上 



別紙１

Financial Institutions Group
金融法人部

FIM Permanent Control
FIMパーマネント・コントロール

Global Investment Banking Department
グローバル・インベストメント・バンキング部

Credit Risk Department
審査部

Internal Audit Department
内部監査部

Structuring Department
金融商品開発部

Equity Derivatives - Arbitrage Department
エクイティデリバティブ‐アービトラージ部

Financial Institution Credit Department
金融法人審査部

Legal Department 
法務部

Swap and Bond Trading Department
債券・デリバティブズ　トレーディング部

Equity Finance Department
株式貸借部

Market Risk Department
市場リスク管理部

Compliance Department
 コンプライアンス部

Exotic Trading Department
エキゾティック・トレーディング部

Foreign Equities Department 
外国株式部

Credit Risk Management Department 
与信管理部

Accounting Department
経理部

Permanent Control & Operational Risk Department 

オペレーショナルリスク総合管理部
Corporate Planning Department

コーポレート プランニング部
Flow Interest Rates Sales Department 

債券営業部
Japanese Equities Sales Department

日本株営業部

Corporate Analyst Department
コーポレート・アナリスト部

Product Control
商品管理部

Financial Institution Sales Department
金融法人営業部

Sales Trading Department
セールストレーディング部

Organization and BCP Department
 BCP・オーガニゼーション管理部

Research Department
調査部

Operations Department
業務部

Human Resources Department
人事部

Information Technology Department
情報システム部

General Affairs Department
総務部

GED Middle Office Department
GED ミドルオフィス部

IRD Sales Division
法人営業本部

CLSA Japanese Equities Division
CLSA 日本株本部

　　クレディ・アグリコル証券会社　東京支店　－組織図 (平成23年5月20日現在)
   Credit Agricole Securities, Tokyo Branch - Organization Chart (as of May 20, 2011)

Risk Management Division
リスク管理本部

IRD Division
IRD本部

Debt and Credit Markets Department
クレジット商品部

Vice Chairman
副会長

Chief Operating Officer
管理統括本部長

Branch Manager (CEO)
東京支店長(CEO)

Double-hatted Department

Fixed Income Markets
債券市場グループ担当



別紙2
 

（様式A)

-               

-                 

の れ ん

そ の 他 の 差 入 保 証 金
有 価 証 券 等 引 渡 未 了 勘 定

発 行 日 取 引 差 入 証 拠 金
信 用 取 引 差 入 保 証 金

先 物 取 引 差 入 証 拠 金

有 価 証 券 引 渡 票 支 払 金

土 地

有 形 固 定 資 産

固固固固 定定定定 資資資資 産産産産

信 用 取 引 貸 証 券 受 入 金

発 行 日 取 引 受 入 保 証 金

信 用 取 引 受 入 保 証 金
先 物 取 引 受 入 証 拠 金

237,489                       

資資資資 産産産産 合合合合 計計計計 1,998,543,2171,998,543,2171,998,543,2171,998,543,217                                                負負負負 債債債債 ・・・・ 純純純純 資資資資 産産産産 合合合合 計計計計 1,998,543,2171,998,543,2171,998,543,2171,998,543,217                                                    

237,489                       

繰繰繰繰 延延延延 資資資資 産産産産 計計計計 ----                                                                                                                        

純純純純 資資資資 産産産産 合合合合 計計計計 15,018,21015,018,21015,018,21015,018,210                                                                    

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

新 株 予 約 権 -                                 

-                                 
土 地 再 評 価 差 額 金

創 立 費 -                               

-                                 自 己 株 式 申 込 証 拠 金固固固固 定定定定 資資資資 産産産産 計計計計 2,703,7402,703,7402,703,7402,703,740                                                                        

繰繰繰繰 延延延延 資資資資 産産産産

貸 倒 引 当 金 -                               
そ の 他 -                               △ 24,219,278

-                                 自 己 株 式

繰 越 利 益 剰 余 金

△ 24,219,278そ の 他 利 益 剰 余 金
繰 延 税 金 資 産 -                               0

△ 24,219,278利 益 剰 余 金
-                                 利 益 準 備 金

-                                 新 株 式 申 込 証 拠 金

出 資 金 -                               

500,000                       
-                                 

資 本 剰 余 金

500,000                       そ の 他 資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金投 資 有 価 証 券 1,785,120                   

14,780,721                   

（（（（ 純純純純 資資資資 産産産産 のののの 部部部部 ））））

株 主 資 本

無 形 固 定 資 産 26,375                       

38,500,000                   資 本 金

負負負負 債債債債 合合合合 計計計計 1,983,525,0061,983,525,0061,983,525,0061,983,525,006                                                    

引引引引 当当当当 金金金金 計計計計 1,038,4561,038,4561,038,4561,038,456                                                                            -                               

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 1,038,456                    
器 具 備 品 356,006                      
建 物 294,302                      

650,308                      引引引引 当当当当 金金金金

そ の 他 の 固 定 負 債 316,458                       
固固固固 定定定定 負負負負 債債債債 計計計計 2,741,5082,741,5082,741,5082,741,508                                                                            

退 職 給 付 引 当 金 262,119                       流流流流 動動動動 資資資資 産産産産 計計計計 1,995,839,4771,995,839,4771,995,839,4771,995,839,477                                                
貸 倒 引 当 金 -                               

長 期 借 入 金 2,000,000                    
繰 延 税 金 負 債 162,930                       

そ の 他 の 流 動 資 産 -                               

固固固固 定定定定 負負負負 債債債債繰 延 税 金 資 産 -                               

流流流流 動動動動 負負負負 債債債債 計計計計 1,979,745,0411,979,745,0411,979,745,0411,979,745,041                                                    未 収 収 益 166,585                      
そ の 他 の 流 動 負 債 8,776                           未 収 入 金 1,792,728                   
賞 与 引 当 金 -                                 前 払 費 用 178,804                      
繰 延 税 金 負 債 -                                 前 払 金 60,826                       

4,123,036                    支 払 差 金 勘 定 -                               
未 払 法 人 税 等 2,789                           短 期 貸 付 金 135,840                      

6,324                           
1,626,934                   

前 受 金 -                                 

270,861                      
前 受 収 益 -                                 

15,888                         
そ の 他 の 受 入 保 証 金

有 価 証 券 等 受 入 未 了 勘 定

-                               
受 取 差 金 勘 定 -                                 
短 期 借 入 金 600,257,213                 

募 集 等 払 込 金 -                               
-                                 

短 期 差 入 保 証 金 1,626,934                   
-                                 有 価 証 券 引 渡 票 受 入 金
-                                 

顧 客 へ の 立 替 金 -                               

-                                 

そ の 他 の 立 替 金 -                               
-                                 

立 替 金 -                               

現 先 取 引 貸 付 金 780,168,569                

そ の 他 の 預 り 金 291,567                       

受 入 保 証 金 -                                 

1,195,672,141             借 入 有 価 証 券 担 保 金

有 価 証 券 担 保 貸 付 金 1,975,840,710             

顧 客 か ら の 預 り 金 702,153                       -                               

募 集 等 受 入 金 -                                 

信 用 取 引 借 証 券 担 保 金

信 用 取 引 貸 付 金 -                               
現 先 取 引 借 入 金 1,275,381,739              信 用 取 引 資 産 -                               

預 り 金 993,720                       

-                                 

約 定 見 返 勘 定 -                               
1,369,927,217              有 価 証 券 担 保 借 入 金

商 品 有 価 証 券 等 -                               

有価証券貸借取 引受 入金 94,545,477                   
デ リ バ テ ィ ブ 取 引

-                                 そ の 他 の 預 託 金 3,000                         
信 用 取 引 借 入 金 -                                 ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 4,410,072                   

-                                 金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 預 託 金

顧 客 分 別 金 信 託 1,466,000                   デ リ バ テ ィ ブ 取 引 4,410,072                    
預 託 金 1,469,000                   商 品 有 価 証 券 等 -                                 
現 金 ・ 預 金 9,887,113                   ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 4,410,072                    

流流流流 動動動動 資資資資 産産産産 流流流流 動動動動 負負負負 債債債債

（（（（ 資資資資 産産産産 のののの 部部部部 ）））） （（（（ 負負負負 債債債債 のののの 部部部部 ））））

【単位：千円】

（ 1 ） 貸 借 対 照 表

平 成 23 年 3 月 31 日 現 在

科 目 金     額 科 目 金     額

評 価 ・ 換 算 差 額 等

２ 経 理 の 状 況

約 定 見 返 勘 定
信 用 取 引 負 債

4,410,072                   

-                               
-                               

-                               

未 払 金
未 払 費 用

-                               

積 立 金

投 資 そ の 他 の 資 産 2,027,056                   

長 期 前 払 費 用 -                               

長 期 貸 付 金 -                               
長 期 差 入 保 証 金 241,936                      

H23-03 　貸借対照表
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千円 千円

-            

5,862,731
委 託 手 数 料 4,025,823      

受 入 手 数 料

（ ２ ） 損 益 計 算 書

平 成 22 年 4 月 1 日 か ら

平 成 23 年 3 月 31 日 ま で

科 目 金 額

営 業 収 益

引 受 け ・ 売 出 し ・ 特 定 投 資 家 向 け 売 付 け 勧 誘 等 の 手 数 料 -                  
募 集 ・ 売 出 し ・ 特 定 投 資 家 向 け 売 付 け 勧 誘 等 の 取 扱 手 数 料 -                  

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 1,421,353

そ の 他 の 受 入 手 数 料 1,836,908      

債 券 等 ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 33,062
株 券 等 ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 △5

そ の 他 の ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 1,388,296

3,313,364

営 業 収 益 計 10,597,449

金 融 収 益

金 融 費 用 2,762,292

純 営 業 収 益 7,835,157

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 8,563,153

取 引 関 係 費 1,157,617      
人 件 費 4,517,873      
不 動 産 関 係 費 1,339,782      
事 務 費 359,837         
減 価 償 却 費 222,844         
租 税 公 課 164,851         
貸 倒 引 当 金 繰 入 れ -                  
そ の 他 800,349         

△727,996営 業 損 失

営 業 外 費 用 9,191

△699,850

特 別 利 益

営 業 外 収 益 37,336

臨 時 利 益 -                  
前 期 損 益 修 正 益 -                  

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 戻 入 467,216         

そ の 他

特 別 利 益 計 467,216            

有 価 証 券 評 価 減 -                  
特 別 損 失

前 期 損 益 修 正 損 -                  
466               臨 時 損 失

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 繰 入 れ -                  

-                  

179,447         

特 別 損 失 計 179,913

△412,547

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 51,954

0

当 期 純 損 失 △464,502

経 常 損 失

資 産 除 去 債 務 会 計 の 適 用 に 伴 う 影 響 額

法 人 税 等 調 整 額

税 引 前 当 期 純 損 失

そ の 他

H23-03 　損益計算書
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（ 3 ） 利 益 処 分 計 算 書

平 成 23 年 3 月 31 日

科 目 金                        額 （千円）

計

当 期 未 処 分 利 益
任 意 積 立 金 取 崩 額
別 途 積 立 金 取 崩 額

利 益 処 分 額

損 失 準 備 金

配 当 金
役 員 賞 与 金
任 意 積 立 金
別 途 積 立 金

計

次 期 繰 越 利 益

損 失 処 理 額

（ 4 ） 損 失 処 理 計 算 書

平 成 23 年 3 月 31 日

科 目 金                        額 （千円）

当 期 未 処 理 損 失

-                

△24,219,278

次 期 繰 越 損 失 △24,219,278

-                資 本 準 備 金 取 崩 額

利 益 準 備 金

計

利 益 準 備 金 取 崩 額

任 意 積 立 金 取 崩 額
別 途 積 立 金 取 崩 額

-                

-                

H23-03　利益処分計算書（又は損失処理計算書）
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分別保管分別保管分別保管分別保管にににに関関関関するするするする規程規程規程規程    

      クレディ・アグリコル・セキュリティーズ・アジア・ビー・ヴィ 
      

（目 的） 

第 1 条 この規程は、金融商品取引法（以下「金商法」という。）第 43 条の 2 及び第 43 条の 3 に規定

する分別保管に関する事務処理等について必要な事項を定め、その適正化に資することを目的とす

る。 

 

（法令、規則等の遵守） 

第 2 条 当社における顧客資産の分別保管に関する事務処理等については、金商法、社債、株式等の

振替に関する法律（以下「振替法」という。）及びその関係政府令並びに当社が加入する金融商品取

引業協会、投資者保護基金（以下「基金」という。）、金融商品取引所及び金融商品取引清算機関等

の諸規則を遵守するとともに、この規程に定めるところにより行うものとする。 

 

（有価証券の管理方法） 

第 3 条 当社は、顧客との取引に関して顧客から預託を受けた有価証券及び顧客の計算に属する有価

証券（以下「顧客有価証券」という。）について、次の各号に定める方法により確実にかつ整然と管

理する。 

 

１．国内の取引所金融商品市場に上場されている転換社債型新株予約権付社債券、投資証券、受益証

券及び出資証券 

① 国内の取引所金融商品市場に上場されている転換社債型新株予約権付社債券（転換社債券を含

む。以下同じ。）投資証券、受益証券及び出資証券（以下「国内上場証券」という。）について

は、原則として、証券保管振替機構（以下「機構」という。機構から委託を受けた者を含む。

以下同じ。）において、帳簿等により当社の固有資産である有価証券とその他の顧客有価証券以

外の有価証券（以下「固有有価証券等」という。）と顧客有価証券とを区分管理し、混蔵して保

管する。ただし、顧客の申し出等により機構へ再寄託しない国内上場株券についてはだいこう

ビジネスにおいて、固有有価証券等の保管場所と明確に区分し、顧客有価証券についてどの顧

客の有価証券であるかが直ちに判別できる状態で保管する。 

② 顧客有価証券について、顧客の指示により転換社債型新株予約権付社債券の新株予約権行使（転

換請求を含む。）等のため、発行会社（株主名簿管理人を含む。以下同じ。）へ提供したものに

ついては、当該銘柄、数量及び提供先が委託顧客毎に直ちに把握できるよう当社の帳簿等によ

り適宜管理する。 

２．国内上場外国有価証券 

  国内上場外国有価証券については､原則として､機構において、帳簿等により固有有価証券等と顧

客有価証券とを区分し、管理又は混蔵して保管する。顧客有価証券については､当社の帳簿等により

各顧客の持分が直ちに判別できるよう管理する。 

 

３．振替法に基づく振替決済制度において取り扱う社債等 

① 国債については、振替法の規定に基づき、当社が直接参加者として日本銀行に保有する口座の

中で、固有有価証券等と顧客有価証券の口座を明確に区分する。個別顧客の持分については当

社の振替口座簿により、直ちに判別できる状態で管理する。 

② 社債株式等(①に規定する国債を除く。) については、三菱東京 UFJ 銀行が機構において当社分

として区分する口座の中で、固有有価証券等と顧客有価証券の口座を明確に区分し、顧客有価

証券については、当社の振替口座簿により、各顧客の持分を直ちに判別できる状態で管理する。  

４．転換社債型新株予約権付社債券および３に規定する有価証券以外の国内債券及び新株予約権証券  

等 

原則として、だいこう証券ビジネス(当社における内国株式現物の保管先)において保管する。この

場合において、固有有価証券等と顧客有価証券の保管場所を明確に区分させ、顧客有価証券に係る

各顧客の持分については、当社の帳簿等により直ちに判別できるよう管理する。 
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５．証券投資信託受益証券・および非上場株式 

原則として、だいこう証券ビジネス(当社における内国株式現物の保管先)において保管する。こ

の場合において、固有有価証券等と顧客有価証券の保管場所を明確に区分させ、顧客有価証券に係

る各顧客の持分については、当社の帳簿等により直ちに判別できるよう管理する。ただし、単一券

面を自己と顧客とが共有することとなった場合など、固有有価証券部分と顧客有価証券部分につい

て明確な保管場所の区分ができないものについては、当社の帳簿等により、その保管場所を明らか

にするとともに、固有有価証券分と顧客有価証券分とを区分し、顧客有価証券に係る各顧客の持分

が直ちに判別できるよう管理する。 

 

６．海外の保管機関で保管されている有価証券 

  海外の保管機関において、下表のとおり口座区分などの方法により、固有有価証券等と顧客有価

証券とを区分させ、顧客有価証券に係る各顧客の持分は、当社の帳簿等により直ちに判別できる状

態で保管すること。ただし、下表のとおり保管機関において顧客有価証券に係る持分が判別できる

状態で保管させることができない場合には、当社の帳簿等により、固有有価証券分と顧客有価証券

分とを区分し、顧客有価証券に係る各顧客の持分が直ちに判別できるよう管理する。 

 

［海外カストディーの概要］ 

 保管機関名 設立国 寄託証券 

の種類 

口座区分の有無及び分別方法 

Clearstream ルクセンブルグ 外国株 

ワラント 

外国債券 

 口座区分－有 

 分別方法－口座区分により顧客資産 

           を分別保管 

CACEIS Bank 

Paris 

フランス 外国株 

ワラント 

外国債券 

 口座区分－無 

 分別方法－顧客専用口座として使用 

           し、固有有価証券等の保 

           管には用いないことで分 

           別保管を図る 

Credit 

Agricole CIB 

Luxembourg 

ルクセンブルグ 外国株 

ワラント 

外国債券 

 口座区分－無 

 分別方法－顧客専用口座として使用 

           し、固有有価証券等の保 

           管には用いないことで分 

           別保管を図る 

CACEIS Bank 

Ｌｕｘｅｍｂ

ｏｕｒｇ 

ルクセンブルグ 外国株 

外国投信 

外国債券 

口座区分－無 

 分別方法－顧客専用口座として使用 

           し、固有有価証券等の保 

           管には用いないことで分 

           別保管を図る 

Credit 

Agricole  

Securities 

(USA) Inc. 

米国 外国株 

外国債券 

口座区分－有 

 分別方法－口座区分により顧客資産 

           を分別保管 

 

（顧客分別金の額の算定） 

第４条 顧客毎の顧客分別金（対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る顧客分別金を除く。

以下この条において同じ。）の額は、第１号から第３号までに掲げる額の合計額から第４号に掲げる

額の合計額を差し引いて算定した額とする。ただし、第４号の額は、第１号のロと第 2 号のイの額

の合計額を上限とする。 

① 顧客勘定元帳に計上された以下に掲げる金銭 

イ 顧客勘定元帳の貸方残高（ただし、以下のロ、ハ及び二の額を除き、累積投資（一般口・財

形口）の額を含む。） 

ロ 信用取引受入保証金 

ハ 先物取引受入証拠金（金融商品取引所又は金融商品取引清算機関へ直接預託したものを除く。 

二 募集等受入金 
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② 転用有価証券の時価相当額 

イ 顧客勘定元帳に計上された信用取引受入保証金代用有価証券のうち、証券金融会社（母店証

券会社）以外の第三者に担保に差し入れた有価証券の時価相当額 

ロ 日計表に計上された先物取引証拠金代用有価証券（金融商品取引所又は金融商品取引清算機

関へ直接預託したものを除く。）のうち、担保に差し入れた有価証券の時価相当額 

 ③ その他顧客から預託を受けた金銭（①および②を除く。） 

④ 控除可能金額 

イ 信用取引評価損 

ロ 委託手数料、借入金の利子、借入有価証券の品貸料及びその他顧客が負担するもの 

２ 前項に定める顧客毎の顧客分別金の額及び顧客分別金必要額（顧客毎の顧客分別金の額の合計額）

は日々算定すること。なお具体的手順については社内事務規定(分別保管にかかる実務取り扱い要

領)に定める。 

 

（対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る顧客分別金の額の算定） 

第４条の２ 前条の規定にもかかわらず、金商法４３条の２第２項２号に掲げる金銭及び同項第３号

に掲げる有価証券（同項第２号に規程する対象有価証券関連取引（次に掲げる取引に該当するものに

限る。以下「対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等」という。）に関するものに限る。）について、

同項に規定する顧客に返還すべき額は、顧客毎に算定（顧客毎の顧客分別金）し、その算定の対象と

なる当該金銭の額及び当該有価証券の時価の合計額とする。 

① 店頭デリバティブ取引 

② 外国市場デリバティブ取引（外国の金融商品取引所又は金融商品取引清算機関へ直接預託した証

拠金を除く。） 

③ 金商法施行令第１６条の１５に規定する取引 

２ 前項の金銭の額には，対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等を決済した場合に顧客に生ずる

こととなる利益の額を含むものとし、当該対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等を決済した場

合に顧客に生ずることとなる損失の額を控除することができる。 

３ 第１項の規定による顧客毎の額の算定に当たっては、当社が顧客との間において一括清算の約定

をした基本契約書に基づき対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等を行っている場合において、

当該算定の時において当該顧客に一括清算事由が生じた場合に当該基本契約書に基づいて行われて

いる特定金融取引について当該一括清算事由が生じた時における評価額で当該顧客の評価損となる

もの（当該対象有価証券店頭デリバティブ取引等に係るものを除く。）があるときは、当該基本契約

書に基づき対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等を決済した場合においても顧客の保護に支障

を生ずることがないと認められる限りにおいて、当該評価損の額を控除することができる。 

４ 前３項の規定により顧客毎に算定する当該顧客に返還すべき額（顧客毎の顧客分別金の額）及び

顧客分別金必要額（顧客毎の顧客分別金の額の合計額）は日々算定すること。 

 

（信用取引に係る分別保管） 

第 5 条 当社の顧客から信用取引を受託した場合には、金融商品取引業に関する内閣府例第１４０条

第１項定める特例の要件を具備するため、以下の各号に定めるところにより、顧客の建玉及び委託

保証金代用有価証券を管理することとする。 

① 当社は、証券金融会社との間で行う自己の計算に基づく信用取引に係る貸借取引（以下「自己

貸借」という。）と顧客の計算に基づく信用取引に係る貸借取引（以下「委託貸借」という。）

とを帳簿等により明確に区分すること。 

② 証券金融会社において、委託貸借に係る代用有価証券とその他の取引に係る有価証券とが明確

に区分されているか確認すること。 

③ 証券金融会社の規程に基づき、貸借取引残高について日々値洗いするとともに、証券金融会社

の規定に基づき当該貸借取引残高に係る更新差金を授受すること。 

④ 証券金融会社において、委託貸借に係る債務以外の債務の弁済を目的として、委託貸借に係る

代用有価証券が担保処分されないよう、貸借取引契約等により当該証券金融会社と契約するこ

と。 

２  当社が母店金融商品取引業者として、取引所非会員又は取引所非取引参加者である金融商品取引

業者（以下「取次金融商品取引業者」という。）から「有価証券の売買その他の取引等に関する契約

書」（母店契約書）並びに金融商品取引所が定める「信用取引口座設定約諾書」等に基づき信用取引
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の委託の取次ぎを受託する場合における具体的な管理等については、別紙「信用取引の分別保管に

係る母店・取次金融商品取引業者との相互管理規定」に定めるところによる。 

 

(金先証拠金等の管理方法) 

第６条 当社は、顧客から預託を受けた金先証拠金等(金融商品取引所等へ直接預託したものを除く)

について、三菱東京 UFJ 銀行日本橋中央支店の当座預金口座で保管するものとする。 

２ 前項の預金口座の名称は、「金融先物取引証拠金口顧客分」とする。 

３ 金先証拠金等については、当社の帳簿等により各顧客の持分が直ちに判別できるように管理する

ものとする。 

 

（顧客分別金信託） 

第７条 当社は、当社を委託者とし当社の顧客を元本の受益者として、次のとおり顧客分別金信託（対

象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る顧客分別金信託を除く。以下この条において同じ。）

に係る信託契約を締結する。なお、下記差替基準日が休業日の場合には前営業日に繰り上げて計算

し翌週火曜日に差し替える。但し差替日の火曜日が休日の場合は翌営業日に差し替えることとする。 

受託者 差替基準日 差換日 信託の種類 信託の対象 

住友信託銀行 毎金曜日 毎火曜日 合同運用指定金銭信託 変動部分の預託 

三菱 UFJ 信託 毎金曜日 毎火曜日 合同運用指定金銭信託 基本部分の預託 

注：但し金融先物取引及び海外市場先物取引にかかるものを除く 

２ 前項に定める信託契約に係る受益者代理人は、内部管理統括責任者とする。ただし、当社が金商

法第 79 条の 54 に規定する通知金融商品取引業者に該当したときは、基金にその旨を通知するとと

もに、当該基金が特に認めた場合を除き当該基金が当該信託の受益者代理人となる。 

３ 差替基準日における信託財産の元本の評価額が、第 4 条の規定に基づき算定した顧客分別金必要

額に満たない場合は、当該不足額を第 1 項に定める信託銀行へ当該差替日に追加して信託するもの

とする。 

４ 次の各号に定める額の範囲で、顧客分別金信託に係る信託契約の全部又は一部を解約することが

できる。 

① 信託財産の元本が顧客分別金必要額を超過する場合 

  差替基準日における信託財産の元本の評価額が顧客分別金必要額を超過する場合における当該

超過額に相当する額。 

② 募集等受入金を払込む場合 

 募集等受入金の払込日における当該募集等受入金に係る顧客分別金の額に相当する額。 

③ 顧客分別金の管理を他の信託へ変更する場合 

  変更しようとする信託財産の額。ただし、他の信託への変更は顧客分別金信託に切れ目が生じ

ないように行うこと。 

５ 顧客分別金信託の運用方法等については別に定めるところによる。 

 

（対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る顧客分別金信託） 

第７条の２ 分別管理の必要が生じた場合には、当社は、当社を委託者とし当社の顧客を元本の受益

者として以下の信託銀行のいずれかにおいて顧客分別金信託（対象有価証券店頭デリバティブ取引

等に係る顧客分別金信託に限る。以下この条において同じ。）に係る信託契約を締結するものとする。 

 

受託者 信託の種類 信託の対象 

三菱 UFJ 信託銀行 特定金銭信託 顧客分別金 

住友信託銀行 特定金銭信託 顧客分別金 

 

２ 前項に定める信託契約に係る受益者代理人は内部統括責任者とする。ただし、当社が金融商品取

引業等に関する内閣府令第１４１条の２第１項第４号に掲げる要件に該当したときは、弁護士等で

ある受益者代理人のみがその権限を行使するものとする（当該受益者代理人が、他の受益者代理人

が権限を行使することを認める場合を除く。）。 

３ 信託財産の元本の評価額が、第４条の２の規定に基づき算定した顧客分別金必要額に満たない場

合は、満たさないこととなった日の翌日から起算して２営業日以内に、当該不足額を第１項に定め

る信託銀行へ追加して信託するものとする。 
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４ 次の各号に定める額の範囲で、顧客分別金信託に係る信託契約の全部又は一部を解約することが

できる。 

①  信託財産の元本が顧客分別金必要額を超過する場合 

 信託財産の元本評価額が顧客分別金必要額を超過する場合における当該超過額に相当する額 

② 顧客分別金の管理を他の信託銀行へ変更する場合 

変更しようとする信託財産の額。ただし、他の信託への変更は顧客分別金に切れ目が生じないよ

うに行うこと。 

５ 顧客分別金信託の運用方法等については別に定めるところによる。 

 

（分別保管に係る内部管理体制の整備） 

第８条 顧客分別金及び同必要額（以下「顧客分別金等」という。）の算定、同必要額の差替えは、業

務部がこれを行うこととする。  

２  当社は、顧客分別金等の算定に当たり、業務部において各部署等から基礎データ等を入手し、

本規程のほか関係法令・諸規則に準拠し厳格な算定が行われ且つ信託契約に則り適正に顧客分別

金必要額の差替えを行うことができる体制を整備することとする。 

３ 顧客有価証券の分別保管の運営及び管理は、業務部がこれを行うこととする。 

４ 当社は、コンプライアンス部において、本規程のほか関係法令・諸規則に準拠し厳格に分別保

管できる体制を整備することとする。 

５ 内部監査部は、業務部が算定した顧客分別金等が適正に算定されているか、また、顧客有価証券

に係る分別保管を適正に運営・管理しているか定期的に検証することとする。 

６ 業務部及びコンプライアンス部の責任者は、顧客分別金等の算定、顧客分別金必要額の差替え並

びに分別保管の実施状況について、内部管理統括責任者並びに支店代表者へ定期的に報告するもの

とする。 

 

（顧客分別金等の算定に係る基礎データの管理） 

第９条 顧客分別金等の算定に当たり、入手した基礎データについては、業務部において適切に管理

し、保存することとする。 

２ 前項に規定する基礎データの保存年限は 原取引日から１０年間とする。 

 

 

付   則 

 

1. この規程は、平成 11 年４月 1 日から施行する。 

2. 平成 10 年 12 月 1 日から平成 11 年 3 月 31 日までは、本規程のほか関係法令・諸規則等に準じた

方法により、顧客分別金等の計算及び同必要額の差替え等並びに顧客有価証券の分別保管を段階

的に実施する。 

3. この規程は､平成 15 年 1 月 27 日から施行する。(証券決済システム改革法に施行に伴う整備） 

4. この規程は、平成 15 年 3 月 1 日から施行する。（会社名のみ変更）。 

5. この規程は、平成 15 年 4 月 1 日から改正する。 

6. この規程は、平成 16 年 5 月 1 日から改正する。 

7. この規程は、平成 16 年 12 月１日から改正する。ただし、第 3 条第 1 項及び第 5 条第 2 項につい

ては、平成 16 年 12 月 13 日（ジャスダック証券取引所業務開始日）から改正する。 

8. この規程は、平成 18 年 5 月 1 日から改正する。（証券保管振替機構の外国株券等の保管および振

替決済にかかる業務開始に伴う規程の整備等による） 

9. この改正は、平成 19 年 1 月 4 日から施行する。(投資信託振替制度の導入に伴う整備による) 

10. この規定は平成 19 年 9 月 30 日から施行する。 

11. この改正は、平成 21 年１月 5 日から施行する。(株式等振替制度の導入に伴う規定の整備等によ

る) 

12. この改正は、平成 21 年 6 月 1 日から施行する。(海外保管機関の名称の見直し等) 

13. この改正は、平成 22 年 2 月 6 日から施行する。（会社名の変更および外国債券の預託先の増加ま

た国内公社債にかかる預託方法の変更による。） 

14. この改正は平成 22 年 4 月 1 日から施行する。 



信用取引保証金代用有価証券の分別保管に係る取次証券会社と母店証券会社との相互管理

に関する覚書 

 

   証券株式会社（以下｢甲｣という）とクレディ・アグリコル証券

会社東京支店（以下｢乙｣という）とは｢金融商品取引業等に関する内閣府令｣第 140 条定め

る信用取引保証金代用有価証券の分別保管に係る顧客分別金の額の算定の特例要件を満た

すため、次のとおり合意した。 

 

１．信用取引の管理 

（１） 甲の信用取引口座（同業者口座）は、乙の顧客口座とし､甲の計算による信用取引口

座（以下｢同業者信用自己口｣という。）と甲の顧客口座（以下｢同業者信用顧客口｣と

いう。）を明確に区分して管理すること。 

（２） 乙が同業者口座で受託する信用建玉については､建て玉､値洗い､必要保証金額の計

算・維持および手数料・税金の計算など信用取引に必要な管理は､同業者信用自己口､

同業者信用顧客口それぞれにおいて毎日行うこととし、それぞれの建玉に生じた計

算上の損失により、必要証拠金額の維持率を下回った場合には、証券取引所の規定

に基きその額を授受すること。 

 

２．代用有価証券の管理 

乙が甲から受け入れた代用有価証券の管理を行うにあたり次に掲げる事項を所定の方法

（帳簿）により共有し､乙はこれを業務部において定期的に照合する。 

 

（１）甲と乙との間で共有する事項 

①顧客番号 

②信用建玉（銘柄､数量､約定価格､約定年月日､売建､買建の別等） 

③信用保証金現金の額 

④保証金代用有価証券（銘柄､数量､入出庫日等） 

 

（２） 甲または乙は（１）に掲げる事項については､建玉帳､代用有価証券台帳等の資料を 

日々作成してこれを相手方に送付する（電子媒体によるデータ転送等の手順を含む）こと 

で定期的な照合事務を遂行する。 

 

３．顧客資産の保全 

乙は､甲より同業者信用顧客口にての受け入れた信用取引保証金代用有価証券については､

乙に開設する甲の同業者信用自己口、およびその他の顧客の債務の弁済に当てるため担保

処分しない事を確認する。 



 

４．本覚書については､甲、乙いずれかの一方の申し出により解除することができる。 

 

 

 

平成  年  月    日 

 

甲 住所 

 

    名称 

 

 

乙   住所  東京都港区東新橋 1丁目 9番 2号 

 

    名称  クレディ・アグリコル証券会社 東京支店 

        日本における代表者 

        フレデリック・トゥルショー 

 



（資本関係図 1002）   別紙６ 
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Crédit Agricole S.A. 
クレディ･アグリコル･エス･エイ 

39 Regional Banks 
地域銀行 (地方金庫保有の銀行) 

Crédit Agricole CIB 
Air Finance 

クレディ･アグリコル 

CIB エア･ 

ファイナンス 

Indosuez Air Finance 
Asia Co., Ltd. 
インドスエズ･ 

エア･ファイナンス 

･アジア株式会社 

公開株式 Float (incl. treasury shares)  

JAPAN (日本日本日本日本におけるにおけるにおけるにおける拠点拠点拠点拠点) 

55.2% 44.8% 

100% 

74% 
100% 

100% 

Amundi Japan 
Securities Ltd. 

アムンディ・ジャパン 

証券株式会社 

99.97% 

100% 

SAS Rue La Boétie  

100% 

25% 

2544 Local Banks 
地方金庫 (相互組合方式の金融機関) 

Crédit Agricole Corporate and 
Investment Bank Tokyo 

Branch,Osaka Sub-Branch 
クレディ･アグリコル銀行 

東京支店大阪出張所 

Calyon Capital Markets 

International S.A.  
カリヨン・キャピタル・マーケッ

ツ・インターナショナル･エス･

エイ 

Crédit Agricole 
Leasing Japan Co., 

Ltd. 
クレディ･アグリコル 
リーシング株式会社 

Crédit Agricole CIB  
Global Banking 

クレディ･アグリコル 

CIB･グローバル･ 

バンキング 

Crédit Agricole Corporate and Investment Bank  
クレディ アグリコル コーポレート アンド  インベストメント バンク 

100% 

100% 100% 

100% 

Crédit Agricole Life 
Insurance Japan Ltd. 

クレディ・アグリコル生

命保険株式会社 

100％ 

 

CLSA Capital 
Partners (Japan） 

 株式会社 

CLSA Capital 
Partners Limited 

CLSA B.V. 

100% 

100% 

65% 

CLSA Capital Partners 
（Fudo）KK 

CLSAキャピタル 

パートナーズフドー  

株式会社 

 

100% 

22% 

Amundi Japan Holding Ltd 
アムンディ・ジャパン 

ホールディング株式会社 

    

100% 100% 
SGAIA Japan 

エスジーエーアイエ

ージャパン 

株式会社 

Amundi Japan Ltd. 
アムンディ・ジャパン 

株式会社 

100% 

Amundi Immobilier 
アムンディ・ 

イモビリエ 

SGAIA (Paris) 
エスジーエーアイエ

ーパリ 

100% 

100% 

100% 

Société Générale. S.A. 
ソシエテジェネラル･エス･エイ 

Etoile Gestion 
Holding SAS 

3% 

SAS SACAM 
Development 

1% 

Crédit du Nord  

Amundi S.A 
アムンディ･エス･エイ 

Crédit Agricole Securities 
Asia B.V. 

クレディ・アグリコル・ 

セキュリティーズ・アジア・ 

ビー・ヴィ本店 

Crédit Agricole 
Corporate and 

Investment Bank 
Tokyo Branch 

クレディ・アグリコル銀

行東京支店 

Crédit Agricole 
Securities Asia B.V. 

Tokyo Branch 
クレディ・アグリコル 

証券会社 
（クレディ・アグリコル・ 

セキュリティーズ・ 

アジア・ビー・ヴィ） 

SGAM  S.A. 

Amundi Group S.A. 
アムンディグループ･エス･エイ 

Crédit Agricole 
Assurances 

クレディ･アグリコル・ 

アシュアランス 

100％ 


